旅館業の営業許可について
旅館業の営業をするには、事前に保健所に営業許可申請書を提出し、法律で定められた基準等に合致するかの検査を受けなければなりません。
＜営業の種別＞　

旅館・ホテル営業、簡易宿所営業、下宿営業の３つの種別に分けられます。
＜構造設備の基準＞
愛媛県ホームページから審査基準を確認

＜提出書類＞
施設基準に適合していない場合は許可になりません。着工する前に、設計図書等を持参して施設基準等に合致するか相談してください。具体的な提出書類等の説明を行います。

· 営業許可申請書

· 営業施設の構造設備の概要を記載した書類
· 図面（平面図、立面図）
· 疎明書
· 定款又は寄付行為の写し及び登記事項証明書（法人での申請をする場合）
· 営業施設付近１５０メートル以内の見取図
· 申請手数料　￥２２，０００

· 法人役員等記入表（個人での申請の場合にも提出が必要）

· 消防法令適合通知書
· 原水の水質検査結果（水道水以外の湯水を浴槽水として使用する場合）
· 検査済証の写し及び旅館業営業施設完成届出書（下記の場合に限る）
· 営業施設を新たに建築する場合には、検査済証（建築基準法第７条第５項の規定による）の写しを提出してください。なお、営業施設が完成した後に、旅館業営業施設完成届出書を提出してください。

· 消防法令適合通知書は、営業施設を管轄する消防署にお問合せください。

· 原水の水質検査は保健所でも受付しております（連絡先：宇和島保健所　２２－５２１１）。

＜申請者の欠格事項（旅館業法第３条第２項）＞
２　都道府県知事は、前項の許可の申請があつた場合において、その申請に係る施設の構造設備が政令で定める基準に適合しないと認めるとき、当該施設の設置場所が公衆衛生上不適当であると認めるとき、又は申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、同項の許可を与えないことができる。
一　心身の故障により旅館業を適正に行うことができない者として厚生労働省令で定めるもの
二　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
三　禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律若しくはこの法律に基づく処分に違反して罰金以下の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算して三年を経過していない者
四　第八条の規定により許可を取り消され、取消しの日から起算して三年を経過していない者
五　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなつた日から起算して五年を経過しない者（第八号において「暴力団員等」という。）
六　営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が法人である場合においては、その役員を含む。）が前各号のいずれかに該当するもの
七　法人であつて、その業務を行う役員のうちに第一号から第五号までのいずれかに該当する者があるもの
八　暴力団員等がその事業活動を支配する（※注）者
（※注）「事業活動を支配する」とは、
　①　暴力団員等の親族（事実上の婚姻関係にある者を含む。）又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者が、事業主であることのほか、多額の出資又は融資を行い、事業活動に相当程度の影響力を有していること。
　②　暴力団員等が、事業活動への相当程度の影響力を背景にして、名目のいかんを問わず、多額の金品その他財産上の利益供与を受けていること又は売買、請負、委任その他の有償契約を締結していること。
＜衛生措置の基準＞
　旅館業営業には、以下の衛生措置の基準が適応されます。

① 客室に関する措置
１　軒、ひさしその他著しく換気及び採光を妨げるものがある場合は、換気窓及び採光面の増加その他適当な方法により、換気及び採光を行うこと。

２　土地の状況、季節その他の関係で湿度が高く人の健康を害するおそれがあると認められる場合は、床下にコンクリートたたきその他適当な防湿方法を施すこと。

３　空気調和装置、暖房装置又は冷房装置は、定期的に保守点検するとともに、故障、破損等がある場合は速やかに補修することにより、適切な室内の温度及び湿度を保つこと。

４　直射日光が著しく射入する室は、カーテン、すだれ等で光をさえぎること。

５　室内に便所、下水、ごみため等の臭気が入らないよう処置すること。

６　くず箱を備え、原則として１日１回以上くずの処分をすること。

７　室内は、原則として１日に１回以上清掃し、必要に応じて消毒を行うこと。

　　　   

② 便所に関する措置

１　換気窓及び採光窓には、金網その他により昆虫の侵入を防止する設備を施すこと。

２　清掃及び防臭剤等により便所臭を除去することに努めること。

３　くみ取式大便所の便器には、ふたを備えておくこと。

４　便器は、常に清潔に保ち、便所の内外は、原則として１日１回以上清掃すること。

５　用便紙容器を備え、用便紙は、常にじゆうぶんに用意しておくこと。この場合において、水洗式便所にあっては、トイレット専用の用紙を備えること。

６　便池は、常に遮光し、適時消毒を行うこと。

７　水洗式便所には、別に汚物容器を備えること。

８　手洗設備は、宿泊者の利用しやすい位置に設け、常に清潔に保つこと。
③ 浴場に関する措置

１　脱衣室及び浴室は、常に清潔に保つこと。

２　浴用に供した汚水を下水に流下させる装置を施し、汚水溝は、常に掃除すること。

３　原水（直接浴用に供する湯水（浴槽水（浴槽内の湯水をいう。以下同じ。）及び循環水（ろ過器（浴槽水を再利用するため、浴槽水中の微細な粒子や繊維等を除去する装置をいう。以下同じ。）等を通した浴用に供する湯水いう。以下同じ。）を除く。）をいう。以下同じ。）及び浴槽水は、規則で定める水質基準に適合するよう管理すること。
（1） 原水

	１　色度
	５度以下

	２　濁度
	２度以下

	３　ｐＨ
	5.8以上8.6以下

	４　有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量）又は過マンガン酸カリウム消費量
	有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量）にあつては１リットルにつき３ミリグラム以下、過マンガン酸カリウム消費量にあつては１リットルにつき10ミリグラム以下

	５　大腸菌
	検出されない

	６　レジオネラ属菌
	100ミリリットルにつき10ＣＦＵ未満


（2） 浴槽水

	１　濁度
	５度以下

	２　有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量）又は過マンガン酸カリウム消費量
	有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量）にあつては１リットルにつき８ミリグラム以下、過マンガン酸カリウム消費量にあつては１リットルにつき25ミリグラム以下

	３　大腸菌群
	１ミリリットルにつき１個以下

	４　レジオネラ属菌
	100ミリリットルにつき10ＣＦＵ未満


　　　　※これらの検査は保健所でも受付しております。（連絡先：宇和島保健所　２２－５２１１）

４　貯湯槽（原水を貯留する水槽をいう。以下同じ。）内の原水の温度は、通常の使用状態において、湯の補給口、底部等に至るまで摂氏60度以上に保ち、かつ、最大使用時においても摂氏55度以上に保つこと。ただし、レジオネラ属菌その他の病原菌が繁殖しないように貯湯槽内の湯水の消毒を行う場合は、この限りでない。
５　定期的に貯湯槽の生物膜（配管内部、ろ材等に付着した微生物が増殖し、それらが産出する粘液性物質で形成されたものをいう。以下同じ。）の発生の防止又は除去を行うための清掃及び消毒を行うとともに、温度計の性能及び設備の破損等の確認を行うこと。

６　浴槽水は、常に満杯状態に保ち、清浄な湯水の供給、循環ろ過、塩素系薬剤による消毒等により清浄に保つこと。

７　浴槽水は、毎日１回以上完全に取り換えること。ただし、連日使用循環水（24時間以上連続して使用している循環水をいう。以下同じ。）を使用している浴槽水については、１週間に１回以上定期的に完全に取り換え、浴槽を清掃し、及び消毒すること。

８　ろ過器は、浴槽に湯水がある場合は、常に作動させ、１週間に１回以上、逆洗浄（湯水を通常とは逆方向へ流し、汚れを洗い流すことをいう。以下同じ。）して汚れを十分に排出し、生物膜を適切な消毒方法で除去すること。

９　循環配管（湯水を浴槽とろ過器等との間で循環させるための配管をいう。以下同じ。）は、１週間に１回以上、適切な方法で消毒するとともに、おおむね１年に１回以上、内部の状況を点検し、生物膜がある場合は、当該生物膜の除去を行うこと。

10　配管は、その配置を図面等により正確に把握し、不要な配管の除去等必要な措置を行うこと。

11　浴槽水は、塩素系薬剤を使用して消毒し、浴槽水中の残留塩素濃度を頻繁に測定して、規則で定める残留塩素濃度となるよう努めるとともに、当該測定結果を検査の日から３年間保存すること。ただし、浴槽水の性質その他の条件により塩素系薬剤が使用できない場合、浴槽水の水素イオン濃度指数（ｐＨ）が高くこの基準を適用することが不適切な場合又は他の消毒方法を使用する場合であつて、他の適切な衛生措置を講ずるときは、この限りでない。

12　塩素系薬剤を使用して消毒を行う場合において、循環配管を設置しているときは、塩素系薬剤をろ過器の直前に投入すること。

13　消毒装置は、浴槽に湯水がある場合は、常に作動させ、維持管理を適切に行うこと。

14　水位計配管は、１週間に１回以上、生物膜を適切な消毒方法で除去すること。

15　シャワーは、１週間に１回以上通水し、シャワーヘッド及びホースは、６月に１回以上点検するとともに、１年に１回以上洗浄し、及び消毒すること。

16　集毛器（浴槽水を再利用するため、浴槽水に混入した毛髪及び比較的大きな異物を捕集する網状等の装置をいう。以下同じ。）は、毎日清掃し、及び消毒すること。

17　浴用に供する湯水は、次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める頻度で定期的に水質検査を行うこと。ただし、塩素系薬剤を用いた消毒を行つていない浴槽水については、その頻度は、１年に４回以上とする。

ア　水道法（昭和32年法律第177号）第３条第９項に規定する給水装置により供給される水を用いない原水　１年に１回以上

イ　連日使用循環水を用いない浴槽水　１年に１回以上

ウ　連日使用循環水を用いた浴槽水　１年に２回以上

18　前号の水質検査の結果は、検査の日から３年間保存するとともに、その結果が第３号の水質基準に適合しない場合は、直ちにその旨を知事に届け出ること。

19　浴槽からあふれ出た湯水及び回収槽（浴槽からあふれ出た湯水を配管により回収するための水槽をいう。以下同じ。）内の湯水を浴用に供しないこと。ただし、オーバーフロー還水管（浴槽からあふれ出た湯水を回収槽に集めるための配管をいう。以下同じ。）及び回収槽の内部の清掃及び消毒を頻繁に行うとともに、レジオネラ属菌その他の病原菌が繁殖しないよう回収槽内の湯水の塩素消毒等を行う場合は、この限りでない。

20　調節箱（洗い場の給湯栓及びシャワーへ送る湯の温度を調節するための槽をいう。以下同じ。）は、生物膜の状況を監視し、必要に応じ清掃し、及び消毒すること。

21　浴槽に気泡発生装置、ジェット噴射装置その他微小な水粒を発生させる設備（以下「気泡発生装置等」という。）が設置されている場合は、浴槽水には連日使用循環水を使用せず、内部に生物膜が形成されないよう適宜清掃し、及び消毒すること。

22　打たせ湯及びシャワーには、循環水を使用しないこと。

23　屋外に設置された浴槽の周囲に植栽がある場合は、浴槽に土が入り込まないよう努めること。

24　脱衣室等の入浴者の見やすい場所に、浴槽内に入る前には身体を洗うことその他公衆衛生に害を及ぼすおそれのある行為をしないよう注意を喚起する表示をすること。

25　営業者は、衛生管理を行うため、自主管理手引書及び点検表を作成して、従業者に周知徹底するとともに、営業者又は従業者のうちから日常の衛生管理に係る責任者を定めること。

26　脱衣室には、衣類の保管ができる棚、脱衣箱又は脱衣籠を設け、毎月１回以上消毒薬をふりまくこと。

④ 調理場に関する措置

１　常に衛生的に維持し、定期的にねずみ族及び昆虫の駆除を行うこと。

２　廃棄物は、処理方法に応じて適切に分別し、処理すること。
⑤ その他の施設に関する措置

１　玄関、ロビー等は、常に清潔に保ち、その見やすい場所に業種別（旅館・ホテル、簡易宿所及び下宿の別）の表示をすること。

２　洗面所は、宿泊者の利用しやすい位置に設け、常に清潔に保つこと。

３　廊下は、常に清潔に保つこと。

４　ちり捨場、下水その他不潔になりやすい場所は、常に清潔にし、適時消毒を行うこと。
⑥ その他の措置

１　宿泊者用の寝具は、白布その他の清潔な布でおおうこと。

２　寝具、貸衣類等は、定員数以上の数を備え、常に清潔に保ち、かつ衛生的に保管する設備を設けること。

３　敷布、掛布、貸衣類等は、使用者の異なるたびに洗たくすること。

４　宿泊者の利用する場所は、定期的にねずみ族及び昆虫の駆除を目的とする清潔方法を講ずること。

５　営業従事者の数に応じて適当数の私室を設けること。

６　営業従事者は、常に身体及び衣服を清潔に保つこと。
７　照明設備は、定期的に保守点検するとともに、故障、破損等がある場合は速やかに補修することにより、宿泊者の安全衛生上又は業務上必要な照度を満たすこと。
８　適当な救急薬剤及び材料を常時備えておくこと。
９　その他知事が必要と認めて支持する措置
＜宿泊者名簿＞

旅館業の営業者は、以下のとおり宿泊者名簿を作成する必要があります。

記載事項：宿泊者の氏名、住所、職業、国籍及び旅券番号（宿泊客が日本国内に住所を有しない
外国人であるとき）

保管場所：旅館業の施設又は営業者の事務所

保存期間：作成日から３年間

· 学生生徒その他の団体の場合は、引率者又は代表者のみを記載し、その他は外何名と記載すること。

· 宿泊者が日本国内に住所を有しない外国人である時には、その国籍及び旅券番号を住所欄に付記すること。

· 下宿人は、行先地名欄に勤務先又は通学校名を記載すること。
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